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1 はじめに

18世紀から19世紀にかけてイギリスをはじめとす

る西欧諸国につぎつぎと起っためざましい社会的

変化は，たんに進歩とか発展とかよぶにはあまり

にも大きなものであり，そのおよぼす影響がきわ

めて深刻なものであったが故に，世に「産業革

命」と称されている。現代の世界的な都市化の傾

向，都市への人口集中による過密度化は，この産

業革命にまさるとも劣らぬ大きな社会的変化で，

都市構造に革命をしいられるものと考えてよかろ

う。都市は交通麻痺を打開するため高速道路，地

下鉄等の大量輸送機関の充実に奔命し，突如とし

てあばれる市内河川のコントロールに日夜苦悩し

なければならなくなっている。交通問題，治水問

題のみならず上水，教育，治安，保健施設等，過

熱する都市をおさめるため都市構造の再検討を余

儀なくされている。この異常な社会変化に対して

都市の自衛手段としての対策が今ほど重要な時期

はない。

横浜市は産業，経済のめざましい発展という背景

のもとに首都圏にあってもっとも地理的条件が新

市街地開発に適したため人口の集中をさそい，宅

地開発の進行状態はまさに驚異にあたいする。宅

地造成には格好の低い丘陵と平地が近郊地帯をお

りなし，容易に住宅地を造成することができる。

しかし，一見容易な開発はきわめて自然のままに

放置されてきた原始河川の怒りを招き，放念され

た下水道施設の欠如から今や重大な治水問題を生

じている。ここに与えられたテーマの範囲で苦悩

する本市治水行政の実態を解剖するとともに今後

の努力すべき方向をみいだすよう試みてみたい。

宅地開発による雨水流出機構の変化２



宅地開発がなぜ治水問題を生ずるか，やや技術的

な説明をしてこの問題理解の便宜に供しよう。

宅地開発にともなって雨水の流出状態が変化する

ことは浸水被害が増大することでも理解される

が，宅地開発によっておなじ降雨強度，降雨量で

も流出量が非常に増大する。

１・流出係数の変化

ふつう河川工学でいう「流出係数」という語は

「降雨全量と蒸発，浸透などの損失分をのぞいた

実流出量との割合」を意味するが，河川の上流々

域で開発が行なわれると地表面の状態，地形が変

化して流出係数を大きくし，しかも下流へ流下す

る時間が短かくなるので，下流部への流れの集中

度が高まり，同じ降雨でも流量く単位時間当り流

出量＞は非常に大きくなる。

２・氾濫による遊水作用

つぎに上流，中流部にある平坦地が開発されると

今まで氾濫していたところでも開発の際，氾濫し

ないようになるので下流の流量が増大する。つま

り今まで氾濫していたということは下流の流量増

大を抑制する遊水作用を有していたことになる。

３・水田等の貯留作用

さらに下流部の低地が開発されると水田，沼，池

等がなくなって，従来河川へ排出されるまえに停

滞，貯留されていた量が一気に川へ集まって流量

を増大する。このような理由から河川流量は開発

前とはまったく異なり，数倍またはそれ以上に増

大する。したがって下流地域の改修が行なおれな

いときは年々その地域住民の浸水被害は増大する

ばかりであり，かりにすでに改修されたところで

も改修計画を大幅に変更せざるをえなくなる。大

幅に計画流量を増大させるといっても，そのため

に河川断面を増大させることは下流の人家が連担

した地域では市街地の用地買収，補償，附帯工事

がきわめて困難であり，莫大な工費を要するので

資金的にみて緊急の実施は不可能に近い。

４・低地のポンプ排水，下水管貯留

ここで，下流部の低地における開発はときに洪水

位が宅地より高かったり，埋立後の地盤沈下等で

大潮などの満潮位より低くなる場合がある。した

がって内水を排除するための対策として河道の浚

渫，整備，下水道の完備，排水ポンプ場の設置等

が必要となってくる。下水道網が整備されれば，

雨水は若干の管きよ内貯留により流出の状態に

″遅滞現象″が期待されることもある。

５・流出量の算出方法

さて，従来，一般に河川工学で用いられてきた流

出量の算出方法は大河川を対象とした考え方で日

雨量にもとづいているが，都市開発による治水対

策を考える場合にはもはや不適当であることが明

らかになりつつあり，都市の中小河川は時間雨量

を基礎にしなければならなくなっている。くわし

い説明はさけるが，長時間に多くふった雨より短

時間豪雨の影響をおもくみて計算しようとするも

ので，下水道工学に用いられる算出方法と同じ方

向にかわりつつある。

以上，開発にともなう雨水流出機構の変化につい

て説明したが，これによって宅地開発は都市の弱

い排水機能一河川をたちまち混乱せしめる理由が

一応わかるであろう。

3―――――本市における宅地開発と排水施設の

現況

１・宅地開発の状況

あらためて本市の宅地開発の状況をみると，昭和
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34年ころから民間による住宅地の造成がめだち始

め，粗雑な宅地造成による災害の危険が急増する

におよんで，昭和37年には宅地造成等規制法が施

行されるにいたった。この法律によって防災上の

措置が強化されたものの，宅地開発の件数は年を

おって激増し，開発区域内外に生ずる社会的問題

はついに昭和40年，住宅地造成事業法の施行をう

ながすにいたった。開発は既成市街地周辺ならび

に近郊農村地帯におこなわれ，主として南区，保

土ヶ谷区，戸塚区および港北区にいちじるしく，

区画整理事業，日本住宅公団による団地造成，県

住宅供給公社，市営住宅団地等の大規模な開発と

ともに小規模な宅地造成による市街地のスプロー

ルがめだった。

最近の住宅団地造成および土地区画整理事業につ

いて，これが治水上の立場からみてどのような地

域に進められつつあるかを便宜上，下水道計画区

域単位にあげてみよう。

下水道の計画区域は地勢にしたがって定められる

排水系統を勘案して，いくつかの処理区域にわけ

られるが，流集する汚水は適当規模にまとめて終

末処理して河川の水質を保全するようにはかられ

ている。表２からみると，現在から今後にかけて

開発の進められる区域は主として菊名，金沢，戸

塚，恩田の各下水処理区に属し，港北区における

ニュータウン計画，寺山，新治地区，保土ヶ谷区

表１――区別宅地造成の状況 ＜ｈａ＞

表2――下水処理区別宅地造成の状況



２・排水施設の実態

このようにして，宅地開発がおこなわれている地

区は既成市街地のなかでも一部存在するが，主と

して丘陵または低湿地の山林，農業地帯に集中し

ており，その結果，既成市街地が周辺にむかって

膨張する一方まったく新らだな市街地の形成がお

こなわれている。このことはとりもなおさず，排

水施設の未整備な地域に容赦なく開発が発展する

ことを意味している。もちろん，開発にともなう

治水対策が併行するならばなんら問題はないわけ

であるが，事実は周知のごとく敏行状態にあり，

残った治水対策に奔命する現況となるのである。

そこで本市における都市排水機能の実態を調べて

みよう。

（1）市内河川は大きくわけて１級河川の鶴見川水

系1,2級河川の帷子川水系，大岡川水系，境川水

系と他の独立水系にわかれるが，河川法の適用さ

れる1,2級河川が21本，準用河川が20本，普通河

川が80本で計121本とされている。参考までに註

釈すると，1級河川は国の直轄管理区間と県管理

指定区開かあり，2級河川は県管理区間，準用河

川は市の管理区間，普通河川は主として国有行政

財産で，県が国の委任をうけて管理すべきたてま

えでありながら実際上の管理は市がおこなってい

るというように複雑な管理体系をとっている。準

用河川は１級・２級水系外の独立水系で市長が指

表3――市内河川整備の状況＜43年６月現在＞

定したものにかぎられるが,1,2級水系の末端

の派流部分に普通河川が多い。宅地開発の多くの

場合，直接関係の深いものはこの普通河川であ

り，有名，無名めものがあって，名の無いものは

この121本以外におおぐ存在する。いま一応121

本の市内河川について整備状況をしめすとつぎの

とおりである。＜表３参照＞

この表からみると，市内河川の平均整備率は37.8

％にすぎず，とくに普通河川整備の遅れがめだっ

ている。２級河川の整備は52％であるが，あいつ

ぐ大規模開発の現況から一部改修計画の改訂を必

要とするところもあり，今後県にたいし一層の促

進方を望まねばなちない。したがってとくに問題

となるのは普通河川の実態である。元来，普通河

川とは河川法適用外河川をさしているが，その範

囲はきわめて曖昧であって，幅員1ｍ程度の小水

路もこの範囲にふくまれるとも解釈され，はっき

りした定義はない。とくに近年都市化による汚水

の流入で，水路は下水路化しているものがおおい

から，河川として取り扱うか将来の下水道として

取り扱うかが，かなり難しい間題である。一応現

在のところ，社会通念からみて，農業用水路をの

ぞいて，将来とも水質を良好に保全し洪水の疎通

をはかるべき水路で，ある程度以上め規模くたと

えば幅員5ｍ以上＞のものが河川といえるであろ

うと筆者は考えている。この定義は今後，なお検

討を要する問題で，改修事業実施上の行政的守備

範囲からも河川と下水道で協議決定することが必

要である。本市では現在，国の調査方針にそって
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白根，市沢町，戸塚区野庭，南区永谷町等の地区

であることが示されている。



表４一本市下水道の普及状況

＜注＞　　普及率は普及面積を市街地面積＜35年～41年までは12,980ha，42年から13,850haを用いる。＞で除した

　　　　　もの。

表６――市内河川の管理区分による改修事業費

幅員1ｍ以上の水路を実態調査しており，やく

2,000をこえるものと推定される。

(2)市内河川の現況は以上のようにきわめてお粗

末であるが，この理由はすでに明らかなところで

あり，あとでのべるつもりである。これにたい

し，本市の下水道は38年より始まった第１次５ヵ

年計画から第２次５ヵ年計画にバトンをうつして

急速に整備されつつあり，下水道の主要目的のひ

とつである都市排水機能は逐次充実しつつある。

しかし，これとても，６大市中もっともたち遅れ

た状態から今日の状態まで向上させるのは容易で

はなかったことを銘記しなければならない。しか

も次表にしめすとおり，既成市街地すらまだ32.8

％＜排水面積の普及率＞で，年々増加する開発面

積はともすれば事業の急ピッチな推進にかかわら

ず普及率を低下させかねない状況である。

ここに参考までに治水対策の主力をしめるべき河

表５――河川と下水道の建設事業費の伸び

＜単位千円＞

川事業と下水道事業の近年の伸びを比較してみよ

う。

表６は市内河川を分担する国，県，市の改修事業

費実績をしめしたもので，市内河川に投資されて

いる河川事業費の実態をしめしている。

４ 開発にともなう治水上の問題

既成市街地周辺部または近郊農業地帯における丘

陵，低地の宅地化によって，雨水流出量の増大を

まねくことはすでにのべたようなメカニズムによ

るが，本市におけるような異常に激しい開発がお

こなわれると，たんに開発区域の流末水路，小派

川の氾濫にとどまらず，累加された影響は支流か

ら本川にまでおよんでくる。このことは１級水系

を例にとると一般に上流の市の管理する区間から
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下流の県管理区間に波及し，つ

いに国の管理する密集市街地の

貫流部分にまでたっして，いっ

たん氾濫すれば甚大な経済損失

と社会不安を生ずるにいたるの

である。

1.複雑な管理区分と都市河川

予算の貧困

先にのべた１級河川６本，2級

河川15本は市内主要河川をし

め，いずれも下流は人口稠密な

既成市街地を貫流するばかりで

なく，開発区域にたいしては重

要な幹線排水施設である。した

がって宅地開発を許容する基本的条件としては，

これら１級,2級河川の改修，整備が必要となる

が,1,2級河川は河川法上，市町村＜指定都市

もふくめて＞の管理権限外となっているため，そ

の改修計画は国または県に依存せざるをえない。

市はかりに計画的開発を目途とした都市計画事業

をおこなう場合でも，独自に関連治水対策を講ず

ることは不可能なのである。まさに隔靴掻痒の感

があるが，現行法上の規定ではやむをえないので

ある。もしこれら法定河川を市がたんに普通河川

または準用河川として移管をうけたとしても国費

の補助はまったく受けられないし，起債も期待さ

れない以上，財源的に整備は不可能となって，も

てあましてしまう。したがって現状では国，県に

たいし，改修を要望することが重要な仕事であ

る。ところが，法定河川にたいする国費の投人そ

のものがきわめて不充分な状況である。すなわ

ち，いわゆる「都市河川」は今ようやく世間の注

目をあびてきたが過去も現在も国の治水事業予算

からみると等閑視されているといえる。従来，河

川というのは農村を流れる幅員数百米もあるよう

な河しか対象として扱われていない。昭和43年度

の建設省河川局による第三次新治水事業５ヵ年計

画についても「都市河川」の予算費目はついに実

現せずに終った。44年度予算要求にさいしては，

ふたたび「都市河川対策の推進」を重点項目にと

りあげ，実質事業費にして574億円，前年度比45

％増の要求をおこなっているが，要求総事業費

3,590億円余にたいし16％に相当するのみで，査

定の段階で大きく削減されるおそれがつよい。都

市河川にたいする国の関心が従来からきわめて薄

く，近年の都市化現象にともなってクロ―ズアッ

プされてきたとはいえ先行きが危まれるのは都市

問題にたいする政治的貧困のあらわれとみざるを

えない。都市河川行政にたずさわる者としてはこ

の事実を認識して強力に，粘り強く，都市河川対

策への傾斜をもとめていく必要があろう。

さて，具体的な例として現在鋭意準備中の港北ニ

ュータウン計画をとりあげると，港北ニュータウ

ンは鶴見川水系中流部に位置し，鶴見川本川下流

から落合橋までと早渕川，大熊川，江川という支

川を主な排水施設にしているわけであるが図１に
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みるとおり，鶴見川は下流から亀の子橋まで建設

省直轄，上流は県管理指定区間で，早渕川は鶴見

川との合流点から高田橋までが県管理，大熊川は

下流から下村橋まで県管理，江川は土地改良区の

管理，他の末流は大部分市が管理するという区分

になっている。これをみても，大部分は国と県に

依存しており，この部分の改修が開発計画とテン

ポをそろえぬかぎり，まったくお手あげであるこ

とがわかるであろう。これに関しての詳述はさけ

るが，現在，国および県の協力もあり，ようやく

秩序ある開発をめざして改修計画の検討にはいろ

うとしている。この例からみても今後の市内開発

にはいかに国，県，市の協調が必要であるかを知

るであろう。

２・普通河川の維持管理と法改正

前述に関連して生ずる問題は開発区域に直結する

流末水路，小派川の改修整備である。現実には大

規模な開発にたいしては以前から開発事業者に応

分の負担をさせることによって顕著に流量変化の

影響をうける部分の改修をおこなってきたのであ

るが，小規模な開発が無数におこなわれている状

況に対応すべき普通河川改修は意のとおり進まず

浸水氾濫の被害は増大する一方で，一刻も放置す

ることを許されない状況にある。しかし，この小

派川，水路は普通河川一法定外河川として国から

はまったくのままこあつかいをうけており，わず

かの県費補助事業以外は市単独で措置するほかに

まったく方法がない。大正11年に無代下付をうけ

た市有水路＜金沢，戸塚，南区方面等に多い＞を

のぞけば大部分が国有水路であるにもかかわらず

事実管理は市に委ねられ，浚渫等の維持費すら国

から交付されていない。しかも水路占用料は国に

納付するしくみで行政事務のみ請負っている状態

である。かりに財政的見地からだけみて，これら

を水系にしたがって２級河川に指定してもらおう

としても国，県はふつう予算の絶対枠の不足から

容易に同意しないばかりか，逆に法定河川になっ

ているものを普通河川に戻そうとする傾向さえ全

国的にはあらわれているのである。そこで少なく

とも政令指定都市にとって自主的管理，改修のた

め多年，国費の直接導入をはかるよう運動を続け

ている。しかし，こうした運動においては，指定

都市という少数の都市勢力の悩みが痛感されると

ころである。

３・河川改修と開発負担金の算定方法

さて，新市街地に対し，莫大な公共投資をしいら

れる都市にとって開発にともなう流末河川の改修

を単独費でおこなうことは不可能に近いから，ま

ったくの自衛手段として応益負担の原則と原因者

負担の思想からその費用を開発事業者に負担させ

て，できるだけ治水上の不安を生じないよう行政

指導がおこなわれてきた。しかし，開発負担金の

妥当な算出方法はかなり，難かしい問題であり，

事実上ケースバイケースにまかされることがおお

い。この負担金は，河川，水路という都市公共施

設に一次責任を有する国，県，市と開発事業者と

の間に一定の方式でアロケートされて定められる

が，大規模な団地造成，ニュータウン計画ではか

ならず事業遂行上大きな問題を提起するので，過

去の2,3の例を引用してその方向をさぐってみ

たい。

（1）大阪府千里ニュータウン

この規模は人口15万人，面積1,150haで大阪府

企業局が昭和36年から工事に着手したものである

が１級４河川のうち，改修に着手していなかった

山田川について河川改修を全面的に行なう必要を

生じた。その費用負担の方式は総事業費＜1,576,

000千円＞から国庫補助推定額を控除した額のう

ち，開発面積の流域面積に対する比の分を原因者

が負担し，残りを河川管理者が負担するという原
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則で，他の河川とのバランスもあって「急ぐ」と，

いう理由で原因者はさらに河川管理者負担1/2を負

担することとした。すなわち，理論的負担金のほ

かに急行料金をとられたわけである。

(2）大阪府泉北ニュータウン

その規模は人口18万８千人，面積1,520haで千

里ニュータウンと同しぐ大阪府企業局が昭和41年

度から45年度まで５ヵ年間で建設しようとするも

のであるが，関連河川としては３河川あり，その

うち石津川，和田川下流部がすでにかなり改修ず

みのところ，開発を考慮した計画力改訂により再

改修を行なう必要を生じた。費用負担の考え方は

開発面積分を原因者が負担し，想定氾濫面積分を

河川管理者が，いずれにも属さない残域＜先行投

資分＞は原因者と河川管理者で折半負担するとい

う原則で，この趣旨にもとづいて積算し，施工上

の都合から実際は区域別で負担することにしてい

る。

(3）横浜市洋光台，港南台団地

その規模は人口６万８千人，面積500haで，日本

住宅公団が昭和40年度から着手したものである

が，流末の２級河川大岡川はすでにしばしば下流

で氾濫しているため，開発による流量増加分を根

岸湾海面ヘバイパスする方針をさぐり，あわせて

団地汚水の終末処理を市下水道整備計画の繰上げ

施行により解決することとした。この趣旨からそ

の費用負担方式は河川バイパスを全額原因者負担

とし，幹線下水道，中継ポンプ場ならびに下水処

理場については国庫補助額を控除した費用にたい

して開発区域の汚水量，人口相当分をそれぞれの

計画容量にたいする比で原因者が負担することを

原則とした。とくに下水処理場についてはアロケ

ートした額が大きくなるのと，汚水処理を奨励す

る趣旨から負担金を原則による額の1/2に減免し

た。

以上の例からみると，開発にともなう費用負担の

原則は国庫補助金を控除した額について開発面積

または人口相当分を原因者が負担することとし，

残りの分にたいしては河川管理者が負担する建前

であるが，市自体が計画する開発事業でないかぎ

り，さらに急行料として管理者負担分の一部を開

発者に負担させているようである。こめ「急行

料」なるものの考え方については種々の事情によ

って異なろうが，スプロールを防いで秩序ある開

発を行なわせるために優良な開発計画はむしろ歓

迎すべしという見地からは急行料をとるべきでな

ぐ，事業者の採算を度外視した負担金は開発を阻

害することになろう。一方，河川管理者の立場か

らは開発にともなう管理者の莫大な公共負担を考

えると，できるだけ事業者に負担させたいわけ

で，″負担できないなら開発するな″という逆の

立場をとることになる。そこで「急行料」の考え

をとり入れるかどうかは都市の大局的立場から総

合的に判断する必要があろう。一方において都市

河川整備の遅れをこのように開発事業者の負担に

肩替りせざるをえないほど河川の実態が貧困であ

るという問題め本質を忘れてはなるまい。ちなみ

に本市が当面する港北ニュータウンの開発におい

ては河川管理者は主として国と県であり，もし急

行料を払わされるとすればそれは市側になるが，

この費用負担の問題は国家的，広域的行政の立場

で解決されるのが正しいものと考える。

４・開発地域に対する下水道整備

開発にともなう治水対策はまず河川の整備である

が，汚水処理の問題は別としても河川の内水排除

区域内排水は下水道網の整備にまたなければなら

ない。開発地域は新しく市街化される場所である

から技術的にも″分流式″の下水排除が可能であ

り,また望ましい。これは雨水と汚水を別個の系

統にそれぞれ排除するもので，汚水は終末処理を

行なったのち，河川に放流されるから，河川の水
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質は充分保全される。現在本市では近郊の開発に

対してほとんどすべて″分流式″を指導してい

る。これに対して″合流式″下水道があり，既成

市街地はすでに地下埋設物が輻輳しており，分流

管を２本敷設する余地がないことや，地勢上分流

式が難しいこと等の理由から，これまでの施設の

大半をしめてきた。分流，合流両式の優劣論は下

水道工学の基礎的問題に属するので，ここでは詳

述をさけるが，とにかく本市の実態は以上のとお

りである。そこで，開発地域が比較的平坦地で，

河川護岸を嵩上げすると，どのような排除方式を

とっても雨水を自然に高水位時の河川へ流下させ

ることは困難となり，幹線下水道により集水して

ポンプ排水しなければならなくなる。このような

施設が整備されなければ開発は本来不可能なので

あるが，現実にはこのような末整備地域の低湿地

にも宅地造成が行なわれてきた。本市下水道はす

でにのべたようにまだまだ普及率は低く，まだと

うてい郊外地に手をつける余裕のないのが実状で

あるが，さりとてこのまま放置すればやっと既成

市街地をおえて新市街地に着手しようとする時期

には手のつけられぬ地下戦争＜他の地下埋設物と

の占用位置争い＞にまきこまれ，図体の大きい下

水道は勝味がないのは明白である。つまり，手遅

れにならぬうちになんとか有効な手を打たねばな，

らない。

５―――――宅地開発要綱における治水対策

開発にともなう治水問題はこのように地方自治体

の悩みである。道路，公園，上水道，学校，清掃

工場等他の公共，公益施設をあわせて考えると，

開発にたいする整備のたち遅れは尋常な手段では

是正しきれないし，このまま放置することは都市

の機能を麻痺させると考えて，43年９月から本市

に宅地開発要綱が実施されるにいたった。本市で

はこれまで宅地造成等規制法，住宅地造成事業法

の土地区画整理事業法＜いずれも略称＞にもとず

いて宅地開発の指導，規制を行なってきたが，無

秩序な宅地開発を防止して均衡ある都市づくりを

推進するには不充分であったので，法律の枠を若

干越えることがあっても良好な市街地づくりのた

めの指導を積極的に行なおうとするものである。

このなかにもられた治水対策はすでに河川管理者

によって事実上行政指導されてきたとこである

が，あらためて要点を摘記してみよう。

(1）「宅地開発の原則として河川の流下能力が不

足し，河川改修の予定のない地域の開発は認めな

い。」

当然の原則であるが，現実に河川だけの立場で開

発を認める区域と認めない区域を区別することは

困難であるし，妥当とはいえない。したがって河

川能力の不足を開発事業者の負担で補い，治水問

題を解決することができるならば開発を認める方

針で，どこまで改修させるのが妥当であるかを技

術的に充分検討して，開発事業者が負担しきれな

いような条件となった場合は開発計画を断念する

よう指導せざるをえない。河川管理者が重点整備

を行なっている水域であるならばなんら問題は生

じないが，現実にはそのような立地条件は現在の

ところほとんど期待できないであろう。

（2）「建設費負担の原則として宅地開発にともな

う下水道施設，河川改修等の公共施設の整備の必

要性が区域外にまでおよぶ場合は，開発事業者が

その建設費を負担すること。たとえば，下水道施

設および河川改修でそれが開発区域外におよぶも

のは，雨天時に溢水のおそれがないと認められる

地点まで，および晴天時に滞留を生じない地点ま

での建設費を開発事業者が負担すること。」

宅地開発にともなう排水施設は区域内から十分排

水可能な大きさの河川まで整備すべきことは明ら
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かであって，従来の住宅地造成事業法でも区域外

に溢水氾濫することのないよう排水施設を整備す

べきことが規定されていたが，これらの施設は当

然宅地の資産価値を向上させ，地価の上昇をきた

す要因となるものであるから，建設費は応益負担

の原則に従うべきものである。開発区域外のどの

地点まで改修，整備すべきかは，本来技術上の問

題であって，開発による雨水流出量の増加がどの

地点まで影響するかを検討し，溢水のおそれがな

いと認められる地点までが対象となる。さらに，

開発により市街地から汚水が排出されると，末整

備な原始河川は晴天時に汚水が停滞して臭気をは

なち蚊や蝿の発生源となって公害のもととなるお

それがでてくる。したがって充分汚水を稀釈し，

流掃して停滞の心配がない所か，水路の底張りが

ほどこされていて円滑に流下しうる状況の地点ま

で改修または新設の必要がある。

（3）①分流式下水道における汚水管きょおよび

地域共同浄化槽の維持管理は開発事業者の負担で

開発事業者がおこなう。ただし，維持管理に要す

る費用の10年分を一括市に前納する楊合は，市が

維持管理することもある。

②遊水池の維持管理は，該当開発区域の状況に

応じて別途協議する。

③市の管理する施設の財産権は市に帰属する。

市が積極的に分流式下水道を指導し，地域共同浄

化槽を設置するよう指導している以上，でき上っ

たものについて市が管理する方が施設の性格上望

ましいわけであるが，現在の財政事情から維持管

理に要する費用の相当分を開発事業者の負担で確

保せざるをえない。そのため，今後の市の下水道

整備計画ともにらみあわせて10年分程度を前納さ

せれば重大な財政負担を生じまいと判断したもの

である。“維持管理することもある”としたわけ

は財政上の理由でなく，むしろ管理する要員の問

題から今ただちにすべてを維持管理するといいき

れない点が残っているので，このような表現にし

たものである。維持管理費はケースによっていち

じるしい差があるが，過去の実績から推算する

と，おおよその見当は10年分で坪あたり1,200円

～2,500円程度である。

遊水池は河川容量が不足しており,すぐに改修す

る予定のない地域に開発を行なおうとする楊合に

有効と認められれば設置させることもある。しか

し，遊水池をもうける位置，構造等が開発地域の

状況によってことなり，もし，河川沿岸にもうけ

られるとすれば，河川管理者が管理するのが原則

と考えるが，実際には管理者にとってなかなか手

がまわらないので困難である。むしろ公園にして

水門管理のみを河川管理者がおこなうような方法

が適当ではないかと考えている。遊水池というの

は元来，河川沿岸の低地部で，洪水時には池のよ

うになり，自然のままで洪水調節の役割りをはた

すものをいうが，河道の広がった部分の遊水現象

を“河道遊水”といって，遊水池と河道遊水とは

厳密には区別できないこともある。また，河道に

そった遊水池を締切ってこれに越流堤をもうけ，

ピークカットの効率を一層よくしたものを調節池

という。開発にともなってこのような遊水池を設

置させた例は本市にはまだないが，設置させる場

合は調節池をふくんだ形式の遊水池とし，水門，

調節池以外は公園として管理する方法を検討して

いきたい。

６―――――新都市計画法と治水対策の関係

さて，河川または下水道による都市の排水機能を

確保するための方策は新都市計画法のなかにどの

ようにもられているかについてふれよう。いうま

でもなく新法は無秩序な市街化か公害の発生など

都市環境の悪化をきたすにいだったので，これを
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排除し，都市の秩序ある｀整備をはかるための対策

を確立せんとして制定されたものであり，都市開

発，とくにスプロールに起因する治水問題にたい

して有効適切な解決方法を与えようとしている。

新法は今後政令等がどのように定められるかによ

って性格がより明らかとなろうが，治水問題解決

への有力な手段として期待される。

１・市街化区域の指定と排水施設の整備

新法第７条は市街化区域および市街化調整区域に

ついて規定しているが，市街化区域はすでに市街

地を形成している区域およびおおむね10年以内に

優先的かつ計画的に市街化をはかるべき区域とさ

れ，調整区域は市街化を抑制すべき区域としてい

る。新法の考え方は市街化すべき区域は10ヵ年計

画で治水関係をふくめて都市施設を整備してゆき

逆に調整区域はいたずらに都市化させないよう

に，むしろ公共投資をおさえる方向に進めようと

するものである。したがって本市の宅地開発要綱

にもられたような河川の流下能力が不足し，改修

予定のないような地域は開発を認めないという趣

旨とまったく合致している。実際には都市計画区

域を市街化区域と調整区域に区分する作業がなか

なか難かしいし，10ヵ年で都市施設を整備するに

も財源が課題となるが，今後の宅地開発には他の

都市計画施設と総合調整して，河川，下水道の治

水施設を計画的に市街化を予定する区域について

整備することが必要であることを指摘している。

２・都市計画基準と下水道の位置

第13条は都市計画基準についてしめしているが，

１項３号には「市街化区域については，少なくと

も道路，公園および下水道を定めるものとし…」

と記され，第11条「都市施設」の条項とあわせて

都市計画における下水道の位置が明確化されると

ともに，市街化区域の下水道は「排水の便」とし
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てとらえられているものと解釈される。建設省は

市街化区域の下水道を10ヵ年で整備するための方

策として投資の重点をこれにおき，従来の面的な

整備方針を線的な方向に切り替えて，末端の整備

を進捗させるなど，効率化の方針をうち出してい

る。

３・排水施設の基準と範囲

第33条は開発許可の基準をしめし,1項３号は排

水施設が開発区域およびその周辺の地域に溢水等

による被害を生じないような構造，能力であるこ

とを定めているが，これは住宅地造成事業にかん

する法律第５条１項３号をうけついだもので，排

水施設の範囲にかわりないことが明示されてい

る。

４・都市施設の土地対策

第56条に「土地の買取り」，第57条に「土地の先，

買い等」，第84条に「土地基金」について定めら

れているが，これらは新法が土地対策，地価対策

にとり組んだ部分であり，計画段階から用地問題

に対処できることとなった。第53条「建築の許

可」，第54条「許可の基準」。第55条「許可の基

準の特例等」は都市計画施設等の区域内における

建築の規制について定めてある。以上の条項は今

後，市街化区域について都市施設である河川，下

水道等の用地確保に重要な役割をはたすことが期

待される。河川敷地，下水道終末処理場用地等が

都市計画決定によって計画の時点から用地を確保

しようということは従前とくらべて飛躍的な進歩

ということができよう。

５・受益者負担の思想

最後に，第３条２項における「住民の責務」であ

るが，この法律の目的を達成するためにおこなう

措置に住民が協力することを求めており，具体的



には第75条の「受益者負担金」の規定となって表

現されている。都市計画事業によっていちじるし

く利益を受けるものかおるときは受益の限度内で

費用の一部を受益者に負担させることができると

しており，応益負担の思想をひとつの重点として

新法は明確にうち出してきたのである。従来，下

水道受益者負担金制度が省令により一部地方都市

に実施されてきたが，今後，市街化区域の開発に

たいして国・県・市とも重点的投資を行なう以上

第３条２項の精神によって住民に応益負担をおこ

なわせるような施策を考慮する必要がでてくるで

あろう。

７―――――今後の課題と方向

１・普通河川改修の財源確保と河川法改正

先にのべたように，普通河川は法定外の故をもっ

て国庫補助の対策とならず，災害をうけたときだ

け「公共土木施設災害復旧事業」として補助対策

事業に採択されるにすぎない。

宅域開発にともなう治水問題はまず，この普通河

川の改修整備に始まるから，たんに開発事業者の

負担による改修にとどまらず，都市の基本施設と

して開発計画を十分考慮にいれた積極的，能動的

整備が行なわれねばならない。そのためには，ど

うしても改修事業費の財源を確保しなければなら

ないが，市単独事業として一般市費にまかされる

のでは従前どおり窮屈な財政事情から多くを期待

できない。したがって国庫補助金を直接市に導入

する方法以外に解決策はない。河川事業の補助率

は，普通1/2～2/3であるから，かなり高率の補助で

あり，普通河川にたいして補助を期待するとなれ

ば，その枠は都市河川＜法定河川をふくむ＞全体

の枠とも関連して定められると考えられる。しか

し，そのためには現行河川法の改正という重大な

前提があり，少なくとも政令指定都市の特例をも

うけて道路法なみの管理権を認めるようにする

か，指定都市管理の法定河川を新設し，指定都市

の管理権ならびに国庫補助を明確に規定するよう

にしなければならない，これは決して容易ではな

いが，不可能とは考えられない。また，河川事業

にたいする起債は従来ほとんど認められていない

が，適債事業であり，有力な財源として大いに期

待すべきである。都市の河川改修事業の促進は，

まずどこがやるべきかという主体性を明らかにす

るとともに自主的運営を確立するために法改正と

財源の確保に特段の努力が必要である。

２・都市計画事業としての河川改修

最近のいちじるしい宅地開発と地価の高騰は河川

用地の確保をきわめて困難にしつつあるが，この

ことは都市の基本施設である河川の改修を円滑に

進められぬおそれを生じており，改修の促進を妨

げるものである。したがって都市計画の決定を行

なうことが得策と考える。それによって河川敷地

またはその周辺の規制を行ない，河川予定地の建

築制限，用地の先買い等用地確保を保証すること

ができる。今後，都市計画の市街化区域についで

は計画に改修を実施するためできるだけすみやか

に計画決定を進めるべきであろう。しかも，都市

内河川改修は道路，公園および下水道などの都市

計画事業，宅地開発事業と相互に十分な調和がと

られなければならず，都市施設の関係機関が連絡

を密にして計画および事業の調整に努めるべきも

のである。したがって都市河川改修事業は当然に

都市計画事業として実施するよう今後検討すべき

であろう。単に都市計画施設としての河川計画を

決定して事業の実施を一般河川事業として進める

のは主管省における過去の縄張り協定のような感

が強く，現在の社会変化からみて早急に改善すべ

きものと考える。
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３・都市河川改修にたいする国，県，市の協調

都市河川は法定と法定外とにかかわらず，都市の

治水を担当する基幹施設であるから，現行法のも

とには都市河川の重要性を国，県とも都市と同様

な強さで認識するとともに，それぞれの守備範囲

で緊密な連繋のもとに改修の促進をはからねばな

るまい。本来，国の都市政策と県，市の都市行政

が大きく食い違うことは都市の健全な発展のため

に許されてよいものではない。したがって現在同

様，今後とも相互の理解のもとにともに協力する

ことを第一に心がける必要があることを力説した

い。

以上，開発に関連して治水問題を論じたつもりで

あるが，多分に現在の治水行政白書に近い論調で

あったかも知れない。本論文はあたえられたテー

マから「治水」に限定して「利水」的な面に属す

る″河川水質汚濁問題″についてまったく論及し

なかったが，広義の″水を治める″範疇に属する

ものとして諸賢の意に留められることを望むもの

である。

＜下水道局河川部長＞
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